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厚生労働科学研究費補助金（食の安全確保推進研究事業） 
「HACCPの導入推進を科学的に支援する手法に関する研究」 

研究報告書 

 

－Safer Food Better Businessをモデルにした 

 飲食店におけるHACCPに基づく管理手法の開発－ 
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研究要旨 HACCPの導入推進を支援するため、本研究では、イギリス食品基準庁が作成し
た Safer Food Better Businessをモデルとして、飲食店で実施できるHACCPに基づく
管理手法を開発し、その試行を行い、実効性を確認する課題を選択した。 

 
A. 研究目的 

世界的な HACCP義務化の潮流、日本食の世界

的なブームなど、2020 年のオリンピックを前に、

日本の飲食店においても、科学的な根拠に基づく、

国際通用性のある食品の安全基準の構築が急務で

ある。小品目大量生産ではなく、多品目少量調理

を前提とした一般飲食店に導入可能な HACCPの

構築が本研究の目的である。 

 

B. 研究方法 

昨年度は、イギリス食品基準庁の衛生管理マニ

ュアル「Safer Food Better Business」をモデルに、

日本の一般飲食店で運用可能なものにするため、

施設・設備、人、食品の取り扱いといった一般的

衛生管理プログラムを中心とした「飲食店

HACCPマニュアル」のプロトタイプを作成した。

今年度は、セミナー等を通じて、その紹介をしつ

つ、協力ホテル・一般飲食店に一定期間試用して

もらい、現場での運用可能性を検証した。 

 

C. 研究結果及び考察 

現場の HACCPに対する理解に大きな差がある

ことが確認された。ホテルのように深く理解して

いるケースがある一方、一般の飲食店では、理解

していないか、理解していても「導入困難」と感

じているケースが多く認められた。まずは飲食店

への HACCP導入の考え方を理解する機会を、具

体的作業に応じた内容とともに提供する必要があ

る。そのために、協力ホテル・飲食店から収集し

た意見をもとに、マニュアルの項目追加・修正等

の改善をはかった。 

 

D. 研究発表 

添付（3点）のとおり 

 

E. 知的財産権の出願・登録状況 

特になし 
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